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１ 計画策定の意義 

 

快適でうるおいのある生活環境の創造のためには、大量生産・大量消費・大量

廃棄に支えられた社会経済・ライフスタイルを見直し、生産から流通、消費、廃

棄に至るまで物質の効率的な利用やリサイクルを進めていく必要がある。そのた

めには社会を構成する主体がそれぞれの立場でその役割を認識し、履行していく

ことが重要である。 

本計画はこのような状況のなか、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進

等に関する法律（以下「法」という）第８条に基づいて一般廃棄物の大部分を占

める容器包装廃棄物を分別収集し、地域における３Ｒ（リデュース・リユース・

リサイクル）を推進するなど、市民・事業者・行政それぞれの役割や具体的な推

進方策を、すべての関係者が一体となって取り組むべき方針として示したもので

ある。 

本計画の推進により、廃棄物の減量や最終処分場の延命化、温室効果ガスの削

減、資源の有効利用が図られ、循環型社会の形成が図られるものである。 

 

 

２ 基本的方向 

 

本計画を実施するに当たっての基本的方向を以下に示す。 

・容器包装廃棄物の排出抑制、再使用、及び資源の有効利用を基本とした循環

型社会の構築 

・市民、事業者、行政が協働し、それぞれの役割と責任を果たしながら資源回

収の促進を行う。 

・３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）に対する啓発活動を行い、市民、

事業者の意識の高揚に努める。 

 

 

３ 計画期間 

 

本計画の計画期間は令和２年４月を始期とする５年間とし、３年ごとに改定す

る。 

 

 

４ 対象品目 

 

本計画が対象とする容器包装廃棄物の品目は次のとおりである。 

○ スチール製容器 

○ アルミ製容器 

○ ガラス製容器（無色・茶色・その他） 

○ 飲料用紙製容器 

○ 段ボール 

○ 紙製容器包装 

○ ペットボトル 

○ プラスチック製容器包装 
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５ 各年度における容器包装廃棄物の排出量の見込み（法第８条第２項第１号） 

 

（ｔ） 

 
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

容器包装廃棄物 １，１８２ １，１７７ １，１７１ １，１６５ １，１５８ 

 

 

６ 容器包装廃棄物の排出の抑制のための方策に関する事項（法８条第２項第２

号） 

 

容器包装廃棄物の排出抑制のため、次の施策を実施する。 

 

・環境教育、啓発活動の充実 

広報誌、ホームページ、ＦＭしまばらなどを利用し、容器包装廃棄物の排出

抑制の情報を提供し、理解と関心を深める。また、学校や地域団体の希望に応

じて、ごみ減量化及びリサイクルについての出前講座を開催するなど教育啓発

活動に積極的に取り組む。 

市内の各保育所（園）、幼稚園、学校を対象に、生ごみの堆肥化、野菜作りの

体験により、子供や親の世代へごみ減量化やリサイクルの意識の向上に努める。 

 

・ごみ減量・リサイクル協力店認定制度 

ごみ減量・リサイクル活動を積極的に実施する小売店等を島原市ごみ減量・

リサイクル協力店として認定し、その活動を広く市民に周知することにより、

消費者、協力店、市が一体となってごみの減量・リサイクル運動の推進を図る。 

 

・ごみ再資源化推進 

古紙類、缶等を共同収集し業者に引き渡した団体に対し、回収量に応じ報奨

金を交付し、ごみの再資源化運動の推進を図る。 

 

・マイバッグ運動 

買い物のときにはレジ袋の使用削減のため、繰り返し使用が可能な買い物袋

（マイバッグ）の持参の普及啓発を図る。 
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７ 分別収集をするものとした容器包装廃棄物の種類及び当該容器包装廃棄物の

収集に係る分別の区分（法第８条第２項第３号） 

 

分別収集する容器包装廃棄物の種類 収集に係る分別の区分 

主としてスチール製の容器 

主としてアルミ製の容器 缶 

主としてガラス製の容器 無色のガラス製容器 

            茶色のガラス製容器 

            その他のガラス製容器 
ビン 

主として紙製の容器であって飲料を充填するため

のもの（原材料としてアルミニウムが利用されて

いるものを除く。） 
紙パック 

主として段ボール製の容器 

新聞・チラシ 

雑誌・雑紙 

古紙類 

主として紙製の容器であって上記以外のもの 紙製容器包装 

主としてポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）

製の容器であって飲料又はしょう油を充填するた

めのもの 
ペットボトル 

主としてプラスチック製の容器であって上記以外

のもの プラスチック製容器包装 

 

 

８ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律第２条第６項に規

定する主務省令で定める主務省令で定める物の量の見込み（法第８条第２項第４

号） 

（ｔ） 

 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

主としてスチール製の

容器 
８１ ８１ ８０ ８０ ７９ 

主としてアルミ製の容

器 
８６ ８６ ８６ ８５ ８５ 

無色のガラス容器 

(合計) 

６４ 

(合計) 

６４ 

(合計) 

６３ 

(合計) 

６３ 

(合計) 

６３ 

(引渡量) 

 

(独自処理量） 

６４ 

(引渡量) 

 

(独自処理量） 

６４ 

(引渡量) 

 

(独自処理量） 

６３ 

(引渡量) 

 

(独自処理量） 

６３ 

(引渡量) 

 

(独自処理量） 

６３ 
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（ｔ） 

 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

茶色のガラス容器 

(合計) 

１７０ 

(合計) 

１６９ 

(合計) 

１６８ 

(合計) 

１６７ 

(合計) 

１６６ 

(引渡量) 

 

(独自処理量） 

１７０ 

(引渡量) 

 

(独自処理量） 

１６９ 

(引渡量) 

 

(独自処理量） 

１６８ 

(引渡量) 

 

(独自処理量） 

１６７ 

(引渡量) 

 

(独自処理量） 

１６６ 

その他のガラス製容器 

(合計) 

６２ 

(合計) 

６２ 

(合計) 

６１ 

(合計) 

６１ 

(合計) 

６１ 

(引渡量) 

６２ 

(独自処理量） 

 

(引渡量) 

６２ 

(独自処理量） 

 

(引渡量) 

６１ 

(独自処理量） 

 

(引渡量) 

６１ 

(独自処理量） 

 

(引渡量) 

６１ 

(独自処理量） 

 

主として紙製の容器包

装であって飲料を充填

するためのもの（原材

料としてアルミニウム

が利用されているもの

を除く） 

３ ３ ３ ３ ３ 

主として段ボール製の

容器 
３５５ ３５３ ３５２ ３５０ ３４８ 

主として紙製の容器で

あって上記以外のもの 

(合計) 

１１ 

(合計) 

１１ 

(合計) 

１１ 

(合計) 

１１ 

(合計) 

１０ 

(引渡量) 

 

(独自処理量） 

１１ 

(引渡量) 

 

(独自処理量） 

１１ 

(引渡量) 

 

(独自処理量） 

１１ 

(引渡量) 

 

(独自処理量） 

１１ 

(引渡量) 

 

(独自処理量） 

１０ 

主としてポリエチレン

テレフタレート（ＰＥ

Ｔ）製の容器であって

飲料又はしょう油を充

填するためのもの 

(合計) 

１４８ 

(合計) 

１４７ 

(合計) 

１４７ 

(合計) 

１４６ 

(合計) 

１４５ 

(引渡量) 

１４８ 

(引渡量) 

 

(引渡量) 

１４７ 

(独自処理量） 

 

(引渡量) 

１４７ 

(独自処理量） 

 

(引渡量) 

１４６ 

(独自処理量） 

 

(引渡量) 

１４５ 

(独自処理量） 

 

主としてプラスチック

製の容器包装であって

上記以外のもの 

(合計) 

２０２ 

(合計) 

２０１ 

(合計) 

２００ 

(合計) 

１９９ 

(合計) 

１９８ 

(引渡量) 

２０２ 

(引渡量) 

 

(引渡量) 

２０１ 

(独自処理量） 

 

(引渡量) 

２００ 

(独自処理量） 

 

(引渡量) 

１９９ 

(独自処理量） 

 

(引渡量) 

１９８ 

(独自処理量） 
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９ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律第２条第６項に規

定する主務省令で定める物の量の見込みの算定方法（法第８条第２項第５号） 

 

特定分別基準適合物等の量及び容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進

等に関する法律第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込み 

 

＝直近年度の分別基準適合物等の収集実績×人口増減率 

 

人口の予測値（人） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

４３，８６３ 

（対前年度比） 

△０．５６％ 

４３，６５８ 

（対前年度比） 

△０．４７％ 

４３，４５３ 

（対前年度比） 

△０．４７％ 

４３，２４８ 

（対前年度比） 

△０．４７％ 

４３，０４３ 

（対前年度比） 

△０．４７％ 

※市一般廃棄物処理基本計画（平成２８年３月）の人口推計結果を採用 

 

10 分別収集を実施する者に関する基本的な事項（法第８条第２項第５号） 

 

分別収集は、事業者による自主回収や市民の協力を積極的に促すとともに、市

が主体となって現行の体制を活用して推進する。 

分別区分ごとの収集・運搬段階及び選別・保管段階での実施者は次のとおりで

ある。 

容器包装廃棄物の種類 
収集に係る 

分別の区分 
収集・運搬段階 

選別・保管等

段 階 

金

属 

スチール製容器 
缶 

市による定期収集 
島原地域広域

市町村圏組合 

アルミ製容器 

ガ

ラ

ス 

無色のガラス製容器 

ビン 茶色のガラス製容器 

その他の 

ガラス製容器 

紙

類 

飲料用紙製容器 紙パック 
市による公共施設

拠点回収 

民 間 業 者 

段ボール 古紙類 
市による定期収集、

拠点回収 

その他の紙製容器 紙製容器包装 

市による定期収集 
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク 

ペットボトル ペットボトル 

その他のプラスチッ

ク製容器包装 

プラスチック製

容器包装 
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11 分別収集の用に供する施設の整備に関する事項（法第８条第２項第６号） 

 

缶、ビン、ペットボトル、紙製容器包装及びプラスチック製容器包装について

は、島原地域広域市町村圏組合が委託する島原リサイクルプラントで選別、圧縮、

保管を行う。 

 

容器包装廃棄物の種類 
収集に係る 

分別の区分 

収 集 

容 器 
収 集 車 中間処理 

ス チ ー ル 缶 

缶 袋 ２ｔパッカー車 

島原リサイクルプ

ラント（選別・圧

縮・保管施設）カレ

ットは選別後、色別

保管 

ア ル ミ 缶 

無色のガラス製容器 

ビ ン 袋 ２ｔダンプ車 茶色のガラス製容器 

そ の 他 の 

ガ ラ ス 製 容 器 

紙 パ ッ ク 紙 パ ッ ク 袋 軽 ダ ン プ 車 

民 間 業 者 

段 ボ ー ル 段 ボ ー ル 紐で 

縛る 

または 

袋 

２ｔダンプ車 

紙 製 容 器 包 装 紙製容器包装 
軽 ダ ン プ 車 

２ｔダンプ車 

島原リサイクルプ

ラント（選別、圧縮、

保管施設） 

及び民間業者 

ペ ッ ト ボ ト ル ペットボトル 袋 ２ｔパッカー車 

プ ラ ス チ ッ ク 

製 容 器 包 装 

プラスチック

製容器包装 
袋 ２ｔパッカー車 
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12 その他容器包装廃棄物の分別収集の実施に関し重要な事項 

 

・市民や事業者の意見、要望を反映させ、容器包装廃棄物の分別収集を円滑か

つ効率的に進めていくとともに、市民と事業者との対話や普及啓発活動を促進

するため、市民や事業者、行政からの委員で構成された廃棄物減量等推進審議

会を設置し推進体制を整備する。 

・町内会・自治会等の市民団体による集団回収を促進するため、奨励金の交付、

集積場所や分別収集機材の貸与などの支援を行う。 

・分別収集・選別保管のコスト削減のため、毎年度、容器包装の分別収集・選

別保管に係る費用の把握に努め、費用削減に向けた分析、検討を行い、必要な

措置を講じる。 
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